
はじめに－プロジェクト参加の経緯－

全国遺跡報告総覧の前身である全国遺跡資料リポ
ジトリ・プロジェクトに、東北大学附属図書館が
2010年度から参加した。筆者の所属する東北大学埋
蔵文化財調査室も、その当初の年度より附属図書館
に協力し、報告書の電子化及びその公開を続けてい
る。その後、2016年度中より附属図書館から依頼を
受け、東北大学では当室が中心となって本事業を進
めてきた。その様な経緯もあり、東北地方の自治体
への参加勧誘等も行ってきた。現在では、「奈良文化
財研究所が運営する「全国遺跡報告総覧」は、低精
度 PDF による公開に係る問題を克服したシステム
であるので、積極的に参加すること」 1）と文化庁から
推奨され、全国遺跡報告総覧への参加が一般的なも
のとなりつつある。本論では、これまでの当室での
活動を踏まえ、具体的な電子化推進の課題について
述べた後に、その活用とその後の展開について検討
したい。

1．全国遺跡報告総覧参加への課題

リポジトリ・プロジェクトへの参加を各自治体に
勧める際には、図書館担当者と共に各自治体に赴く
等して説明を行っていた。その際に問題点として
伺ったこととしては、大きく 3 点の問題があった。
①電子化をするためのコスト、②著作権等の権利関
係、③インターネット環境の貧弱さである。これま

で①・②については、これまでにプロジェクト事務
局や文化庁等から様々な形で説明があり、その解決
方法も提示されてきている。一方で③については、
各機関の問題点として、現在もなお存在している。

当時、公私共にメール等のインターネットの利用
は当たり前であり、リポジトリ・プロジェクトへの
参加に際してインターネット環境上の大きな問題は
ないと考えがちであった。さらに現在では、回線の
強化を含め、より一層のインターネット環境の充実
化が進行しているように感じられる。筆者が所属す
る大学では、現在も続く新型コロナ感染症対策とし
ての遠隔授業等へ対応するため、インターネット環
境の利用は欠かせず、使用するアプリケーションを
含め重点的な環境強化が進められているところであ
る。

しかし、自治体によっては、とくに小規模な自治
体においては、セキュリティの観点から、一つの課
全体でインターネットに繋ぐことのできるパソコン
が 1 台のみであるとか、データのアップロード自体
ができないなどの環境があることを聞いていた。こ
うした自治体の職員とやり取りをする際には、しば
しば「メールより電話の方が良い」、「pdf ファイル
が受け取れない」という事態が生じていた。こう
したセキュリティ環境は、総務省による「地方公
共団体における情報セキュリティポリシーに関す
るガイドライン」に基づくものということであっ
た 2）。これは、個人情報漏洩対策のために進められ
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てきたものであり、ネットワークを個人番号利用
事務系、LGWAN（総合行政ネットワーク：Local 
Government Wide Area Network）接続系、イン
ターネット接続系の 3 種に分け、前二者をインター
ネットから完全に分離するというものである。こう
したことを実施するために、最も簡潔で確実な方法
はインターネット接続端末を減らすことであろうか
ら、上記のような環境になってしまうことは想像に
難くない。2020 年 9 月にはその改定版が提示され、
多少は緩和されているようであるが、元々のセキュ
リティ環境構築の目的からすると、急激に現状が大
きく変化するとは考えられない（図1）。

この様な場合、報告書作成の際にPDFファイルも
作成されていたとしても、そのデータをアップロー
ドすることができないことがある。そのため、大学
のような機関による代行アップロードは、未だに必
要不可欠である。これは、規模の小さな自治体に
とっては今後も継続する問題であることは間違いな
く、より多くの自治体の参加を促すためにも、継続
したある程度の補助が必要であると認識している。

2．報告書の配布

報告書は、「関係の地方公共団体・文化財関係調
査機関・図書館・博物館・大学等へ配布し、発掘調
査の成果を国民が広く共有し、活用できるような措
置を講ずる必要がある」 3）とされている。

また、国会図書館法により、発行後直ちに国会図
書館に定められた冊数を納付する義務が定められて
いる。地方公共団体の諸機関及びそれに準ずる法人
の納入する冊数は、都道府県（政令指定都市を含
む。）の諸機関は5冊、市（政令指定都市を除き、特
別区を含む。）の諸機関3冊、町村の諸機関2冊と定
められている。

国会図書館に報告書を納付すれば、全国書誌番号
（JP 番号）が付与された上で確実に登録される。そ
して、「国立国会図書館蔵書検索・申込みシステム
NDL-OPAC」にて、それらの報告書を検索すること
が可能となる。同様に、大学図書館等でも、登録さ
れた後にオンラインの蔵書目録（OPAC）にて公開
される。さらに、各地の大学図書館等に所蔵されて
いることが確認できれば、有償ではあるが貸借等す
ることも可能である。地方自治体の図書館でも、他
の図書館（国会図書館等）から借り出すことも可能
な場合もある。このように、まずは報告書を登録し、
活用してくれる公的機関には、刊行した報告書を必
ず配布することが必要である。

しばしば、国会図書館やその地域の公的図書館に
も報告書が納庫されていない事例が見受けられる。
その様な場合、近隣の関係機関には配布はしている
が、登録・公開をする公的機関には配布していない
ということがあるようである。このような報告書
は、一般的には存在しているか否かさえ不明な報告
書となる。こうした報告書は、いわゆる「灰色文献」

（Grey Literature）と呼ばれる存在であり、「書誌コ
ントロールがなされず、流通の体制が整っていない
ために、刊行や所在の確認、入手が困難な資料、政
府や学術機関などによる非商業出版物」 4）として捉
えられる。この状態であれば、その報告書をもって

「公開された」とは言い難く、先の「発掘調査の成果
を国民が広く共有し、活用できるような措置」がな
されたと言い切ることは難しい。全国遺跡報告総覧
への参加以前に、まずは紙媒体の報告書を図書館等
の機関への配布し、書誌情報を掲載することが重要
である。

図1　総務省による改訂版モデル（註2より）
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3．報告書の電子化にあたって

報告書の利用にあたっては、文章を読むことも当
然ではあるが、掲載されている遺構・遺物の図を用
いて集成、計測等の様々な使い方をする。したがっ
て、個人的には、報告書とは単に「読むもの」では
なく、遺跡の属性を掲載したデータ集として「使うも
の」と認識している。そのため、図書館において「館
内閲覧」が指定されている場合、該当書籍の状態か
らやむを得ないことは重々承知しているが、落胆す
ることがある。とくに他館から現物貸借にて有償で
借用した報告書であればなおさらである。この点に
ついては、リポジトリ・プロジェクトを通じ、図書館
職員の方々との話において、報告書の利用の仕方に
関する認識の違いに差があることに気付かされた。

報告書の電子化にあたっては、バックアップとし
て印刷物と同等以上の精度を有する「高精度 PDF」
と、印刷物の発掘調査報告書の活用のための媒体と
しての「低精度 PDF」があるとされている 5）。この
うち「低精度PDF」は、「（高精度PDFを）圧縮ある
いは印刷物をスキャンすること等によって生成され
るデジタルデータ」 6）とされる。

時折、報告書に限らず、文字や図を読み取るのが
難しいほど解像度を落とした PDF ファイルも存在
する。その場合、上記のような「使う」ことはもち
ろんだが、「読む」ことも難しい。こうしたPDFデー
タは、「低精度 PDF」の基準にも満たないデータで
ある。こうしたことにならないために、全国遺跡報
告総覧の web にて掲載されている公開用 PDF 作成
の基準 7）に従い作成することが必要である。

電子化にあたっての重要な点として、解像度のほ
かに、OCR（Optical Character Recognition）の精
度がある。全国遺跡リポジトリ・プロジェクトに参
加する以前、当室では在庫が少ない報告書の電子化
を独自に実施していた。当時は、カッターを用いて
報告書をばらし、一枚ずつフラットベッドスキャナ
を用いて1枚ずつスキャンした。このデータは、「高
精度PDF」には至らないが、画像としては高解像度

であり、イメージ化するには全く問題無い。その後
に、OCRを実施する際には、様々なソフトウェアを
用いたが、良好な結果を得ることはできなかった。
そのため、ソフトウェアにてOCRを実施した後に、
手作業による修正を行うこととしたが、非常に時間
がかかった。後に、リポジトリ・プロジェクトに参
加するようになり、電子化を委託することができ、
それらの問題からは離れていた。

東日本大震災以後に、被災した自治体の報告書の
電子化について、こちらの手持ちの報告書や寄贈頂
いた報告書を用いて進めることとなった。その際に
は、そのための充分な予算も無いため、自ら電子化
を行う必要があった。この時には、解像度を高く設
定できる自動給紙方式（ADF）のスキャナを用いて
一度にスキャンすることができ、画像データを大量
に蓄積することができた。しかし、OCRを巡る状況
については以前と同様であることから、時間・精度
との関係から、OCRに関しては業務委託することと
し、必要最低限の費用支出で作業を行った。

現在は、その様な状況に対応するために「類義語
および OCR 誤認識用語検索機能」 8）が実装されてい
る。この機能により、自前のOCR作業については、
ある程度の修正漏れはやむを得ないものとして進め
ることもできる。一方で、OCRを実施せずに、画像
データのみの PDF を公開することも選択肢として
は確かにある。しかし、全国遺跡報告総覧の機能を
充分に活用するためには、やはりテキストを埋め込
むことが必要である。今後、完全なデータを簡単に
作成することができる技術ができればよいが、現状
としては対処的な方法で進めるしかない。

4．電子化された報告書の有益性

これまでに数回の報告 9）を行っているが、東日本
大震災等を経験し、このような非常時には、報告書
の電子化がいくつかの点において有益であることが
確認できた。一つは、失われた自機関刊行の報告書
のバックアップとして、もう一つは研究を含む知的
環境を提供することである。
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最初の点については、津波等災害により壊滅的な
被害を受けた自治体において、その自治体が刊行し
た過去の報告書の残部が失われるような事態になっ
てしまった場合、「高精度PDF」がそのバックアップ
として役立つ。費用や権利関係等の様々な現実的な
問題はあるかと思うが、「高精度PDF」であれば、改
めて印刷し再刊行することも可能である。そして、こ
れは報告書に限らず、市町村史や図録等の自治体刊
行の各種書籍についても同様である。全国遺跡報告
総覧に登録するかどうかは別として、その自治体等
その場の固有の知的資源の保全という意味では、報
告書以外の刊行物の電子化も防災対策の一つとして
その計画の中に含めても良いのではないだろうか。

研究を含む知的環境の提供については、対象が研
究者であれば、その有益性は容易に理解できる。書
庫がない場所でも、インターネットに繋がれば気軽
に参照することができる簡便さは手放し難い。東日
本大震災関連の復興調査では、高台移転等に伴う多
くの調査と膨大な量の整理作業における、個々の現
場あるいは作業場において、必要不可欠なツールと
して利用されている。そして、登録する機関が増え
れば増えるほど、その有益性が増すことになり、利
用者は増えるものと期待できる。

2020 年の春、新型コロナ感染症対策のため、大
学の授業が全てオンラインとなった。学生は、大学
キャンパスへの立入が禁止となり、図書館等も利用
不可となった。そのため、ほとんど学生は自宅等で
待機する生活環境となった。一方で、その様な中で
も学生は卒論等の研究を継続しなければならない。
このような遺物や報告書に直接的に触れることがで
きない非常時の環境下にあっては、全国遺跡報告総
覧や機関リポジトリ等による報告書・論文を元とし
た下調べが中心となっていたようである。このよう
な状況は全くの想定外ではあったが、インターネッ
トは使えるが、実際に活動することが不可能な環境
下において、電子化された資料の活用は必要不可欠
なものとなった。

また報告書は、研究者による調査・研究のための

資料としてだけではなく、その遺跡が所在する地域
住民が、その土地の歴史を調べる際にも役立つ。その
ため、歴史的環境・事実を利用したまちづくりや防
災等の計画において、過去を現在に活かそうという
働きかけを行う際には、報告書がその一助になるこ
とも考えられる。そのような際に、全国遺跡報告総覧
は気軽に閲覧できる便利なシステムであると言える。

ただし、報告書は専門用語を用いて記載された専
門書あるいはデータ集であり、誰でも気軽に読んで
理解できる「読み物」ではない。そのため、遺跡ある
いは地域の歴史への理解を得るためには、報告書だ
けではなく、「住民向けのわかりやすいパンフレッ
トや概説書等の普及資料の作成、遺物・関係資料の
展示、講演会などを積極的に実施」 10）する必要もあ
る。

宮城県内では、蔵王町教育委員会が報告書の巻末
に、平易な言葉で書いた解説 11）を付けているほか、
近年では短いリーフレットを作成し全国遺跡報告総
覧で公開している 12）。こうしたパンフレットや概説
書を含めた「わかりやすい資料」の公開も全国遺跡
報告総覧が担うことで、発掘調査成果の社会への還
元がより進むことが期待できる。

おわりに－今後の展開－

リポジトリ・プロジェクトの会議の際にも話題に
出ていたが、これだけの報告書を集成したデータ
ベースを、この先にどのように展開すべきであろう
か。展開の一つとして、既に進められているように、

図2　情報発信スペースの利用例（註5より）
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外国を含めた様々なデータベースと連携を取り、異
なるプラットフォームからの検索や、日本考古学の
情報発信としての役割も期待できる。また、登録す
る側としては、付帯的な機能として提供されている
イベント等の「文化財の普及活動事業」情報発信ス
ペースは、報告書並びに前節で触れたようなパンフ
レット等と共に活用できる素地がある（図2）。

報告書は、発掘調査された遺跡に関する基礎的な
データである。その点を重視するならば、遺跡があ
る地域を概略的に案内する際のデータとしても利用
できる。当室では、東北大学キャンパスデザイン室
と史料館と共に、Google マイマップを利用した「東
北大学歴史遺産マップ」（図3・4 ）13）を作成した。こ
の中では、東北大学構内の遺跡のほか、建造物、記
念碑、記念樹木等を東北大の「歴史遺産」として捉
え、その所在地を示すほか、写真を含む簡単な紹介
を行っている。そして、遺跡詳細に関しては当室の
webページへと誘導し、その基礎データとして該当
する報告書とその公開先として全国遺跡報告総覧を
提示している 14）。今後は、その他の歴史的遺産と共
にデータを拡充させ、その場所ならではの歴史遺産
地図を構築できればと考えている。

このように、遺跡の基礎データとしての報告書を
集成した全国遺跡報告総覧は、それ単体での活用も
できるが、様々なプラットフォーム・データベース
と連携・利用しあうことにより、新たに活用するこ
とも今後の展開の一つとして考えている。
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図3　東北大学歴史遺産マップ

図4　東北大学歴史遺産マップ　川内キャンパスの事例
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